物権変動・占有権

１ 物権変動（１）／問題編（11問） 同／解答解説編
２ 物権変動（２）／問題編（12問） 同／解答解説編
３ 占有権／問題編（５問） 同／解答解説編
【出題者のねらい】
民法177条はたった１条にもかかわらず，判例の蓄積は膨大です。どのような状況で問題となる
のかをシッカリ押さえているか知りたいのです。基本的には，登記の先後によって権利関係を決定
しますから，法的な感覚をためすにはもってこいの分野といえます。
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
□■ １ 物権変動（１）／問題編
【問１】
Ａは，自己所有の建物をＢに売却したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。この場
合，Ｃが何らの権原なくこの建物を不法占有しているとき，Ｂは，Ｃに対し，この建物の所有
権を対抗でき，明渡しを請求できる。（16-3-1）（10-1-3）（19-3-3）
【問２】
Ａの所有する土地をＢが取得した後，Ｂが移転登記をする前に，ＣがＢを強迫して登記の申
請を妨げ，Ａからその土地を購入して登記をＣ名義に移転した場合，Ｂは登記がなければ，Ｃ
に対して土地の所有権を主張できない。（7-2-2）
【問３】
Ｂは，Ａが所有する土地を譲り受けたが，その未登記の間に，Ｄが，権原のないＣからその
土地を賃借して，建物を建築し，建物保存登記を行った場合，Ｂは，Ｄにその土地の明渡し及
び建物の収去を請求することができる。（3-4-4）（13-5-1）（20-2-1）
【問４】
Ａは，自己所有の甲地をＢに売却し引き渡したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。
この場合，Ｃが，Ｂを欺き著しく高く売りつける目的で，Ｂが所有権移転登記を行っていない
ことに乗じて，Ａから甲地を買い受け所有権移転登記を得た場合，ＣはＢに対して甲地の所有
権を主張することができない。（15-3-2）（10-1-2）
【問５】
Ａの所有する土地をＢが取得したが，Ｂはまだ所有権移転登記を受けていない。この場合，
Ｂが移転登記を受ける前に，Ａが死亡したときは，Ｂは，Ａの相続人に当該土地の所有権を主
張できない。（10-1-4）（8-3-2）（17-8-1）
【問６】
Ａは，自己所有の甲地をＢに売却し引き渡したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。
この場合，Ｃが，ＡＢ間の売買の事実を知らずにＡから甲地を買い受け，所有権移転登記を得
たときは，Ｃは，Ｂに対して甲地の所有権を主張することができる。
（15-3-1）（8-3-3）（3-4-1）
【問７】
Ａを所有者とする甲土地につき，ＡがＧとの間で10月１日に，Ｈとの間で10月10日に，それ
ぞれ売買契約を締結した。この場合，Ｇ，Ｈともに登記を備えていないときには，先に売買契
約を締結したＧがＨに対して所有権を主張することができる。（19-3-4）
【問８】
Ａは，自己所有の甲地をＢに売却し，代金を受領して引渡しを終えたが，ＡからＢに対する
所有権移転登記はまだ行われていない。この場合，Ａの死亡によりＣが単独相続し，甲地につ
いて相続を原因とするＡからＣへの所有権移転登記がなされた後，ＣがＤに対して甲地を売却
しその旨の所有権移転登記がなされたとき，Ｂは，自らへの登記をしていないので，甲地の所
有権をＤに対抗できない。（17-8-2）
【問９】
Ａは，自己所有の甲地をＢに売却し引き渡したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。
この場合，Ｅが，甲地に抵当権を設定して登記を得たときでも，その後Ｂが所有権移転登記を
得てしまえば，以後，ＥはＢに対して甲地に抵当権を設定したことを主張することができない。
（15-3-3）
【問10】
Ａの所有する土地をＢが取得したが，Ｂはまだ所有権移転登記を受けていない。この場合，
Ａから当該土地を賃借し，その上に自己名義で保存登記をした建物を所有しているＣに対して
は，Ｂは当該土地の所有権を主張できない。（10-1-1）（8-3-4）
【問11】
Ａは，自己所有の建物をＢに売却したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。この場
合，ＤがＡからこの建物を賃借し，引渡しを受けて適法に占有しているとき，Ｂは，Ｄに対し，
この建物の所有権を対抗でき，賃貸人たる地位を主張できる。（16-3-2）
＊＊＊ １ 物権変動（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［登記なしに対抗できる第三者──不法占有者］
不法占有者Ｃには何の権利もありませんから，Ｂは登記がなくても，Ｃに対し建物の所有権
を主張して，その明渡しを請求できます。
不法占有者は不動産に対する侵害者であって，取引の当事者として登場するわけではありま
せんから，そもそも「登記により物権変動を対抗する」という177条の問題とはならないので
す。
【問２】× ［登記なしに対抗できる第三者──強迫して登記申請を妨げた者］
Ｂは登記がなくても，Ｃに対して土地所有権を主張できます。強迫によってＢの登記申請を
妨げたＣは，自ら登記を備えたとしても，Ｂに登記がないこと（登記の欠缺）を主張できない
のです。
人を脅して登記申請を妨げた者に対してまで，登記がなければ物権変動を主張できないとい
うのでは，法正義に反するからです。
詐欺によって登記申請を妨害した者に対しても，同じです。
【問３】○ ［登記なしに対抗できる第三者──実質的無権利者］
Ｂは登記がなくても，Ｄに対し，土地明渡しと建物収去を請求することができます。
たとえば，各種の書類を偽造してＣが自らに登記を移していたというように，権原のない無
権利者Ｃから土地を賃借したＤは，たとえ建物保存登記を行って賃借権の対抗要件を備えたと
しても，実質的には全くの無権利者です。
無権利者に対しては，真実の権利者は，登記なしに対抗することができます。
【問４】○ ［登記なしに対抗できる第三者──背信的悪意者］
本問のように，権利取得の方法がきわめて不誠実な背信的悪意者Ｃは，登記のないＢに対し
て甲地の所有権を主張できません。
民法177条は，「不動産に関する物権の得喪および変更は，その登記をしなければ，第三者に
対抗することができない」と定めていますが，「登記がなければ対抗できない第三者」というの
は，すべての第三者ではなく，登記の欠缺（けんけつ）を主張する正当な利益を有する第三者に
限定されています。
背信的悪意者は，登記の欠缺（Ｂに登記がないこと）を主張する正当な利益を有する第三者
ではありません。
【問５】× ［177条の第三者の範囲――相続人］
買主Ｂは，Ａの相続人に対して，登記がなくても土地所有権を主張できます。
不動産に関する物権変動は，その登記をしなければ第三者に対抗できないのですが，この第
三者とは，『物権変動の当事者およびその包括承継人』以外の者をいいます。
相続人は，被相続人Ａに属した一切の権利義務を引き継ぐ包括承継人ですから，契約当事者
である売主Ａの地位をそのまま承継するため，第三者にはあたらないのです（Ａの相続人は，そ
のままＡと同じ立場に立つのです）。
【問６】○ ［二重譲渡と登記］
典型的な二重譲渡の問題ですね。
先に所有権移転登記をしたＣは，登記のないＢに対して甲地所有権を主張することができま
す。Ａ所有の甲地が，Ａ→Ｂ，Ａ→Ｃと二重譲渡された場合，Ｂ・Ｃは互いに対抗関係に立ち
ますから，先に登記を備えたＣが，完全に所有権を取得するのです。Ｃの善意・悪意は問題と
なりません（ただし，背信的悪意者は除きます）。
民法177条は，第三者の善意・悪意を問題としていないことに注意してください。
第１の売買
Ａ →→→→→→→→→ Ｂ（未登記）
↓
第２の売買↓
↓
Ｃ（登記）
■不動産に関する物権の変動の対抗要件（177条）───────────────────────
不動産に関する物権の得喪および変更は，不動産登記法その他の登記に関する法律の定めるところに
従いその登記をしなければ，第三者に対抗することができない。
──────────────────────────────────────────
【問７】× ［二重譲渡と登記］
これも典型的な二重譲渡の問題です。
Ａ所有の甲地が，Ａ→Ｇ，Ａ→Ｈと二重譲渡された場合，その優劣は登記の先後で決まりま
すから，Ｈ，Ｇのどちらか先に登記を備えた方が，完全に権利を取得します。契約締結日の先
後はまったく関係ありません。
Ｇは「先に売買契約を締結」していても，登記がない以上，Ｈに対して所有権を主張するこ
とはできないのです。Ｇも，Ｈも，どちらも対抗要件としての登記がありませんから，この状
態では両者の地位に優劣はなく，どちらからも所有権を主張できないのです。
とにかく早く登記をした者が，優先して所有権を取得することになります。
【問８】○ ［二重譲渡］
Ｂは，登記がない以上，甲地所有権をＤに対抗できません。
被相続人Ａとその地位を包括承継した相続人Ｃとは，法律上全く同一の地位にありますから，
甲地は，Ａ・Ｃ→Ｂ，Ａ・Ｃ→Ｄへ二重譲渡された状態にあります。したがって，Ｂが甲地の
引渡しを受けていても，先に登記を備えたＤが，完全に所有権を取得します。
【問９】× ［先に対抗要件を備えた抵当権］
Ｅは，Ｂの所有権移転登記よりも先に抵当権設定登記をしていますから，Ｂに対してその抵
当権を主張することができます。
Ｂが，先に売買契約をして甲地所有権を取得していても，その登記がなければ，第三者Ｅに
対抗できませんから，結局Ｂは，Ｅの抵当権によって制限された所有権を取得することになり
ます。
【問10】○ ［土地賃借権の対抗要件──建物登記］
土地の賃借権は，その登記がなくても，賃借人が登記ある建物を所有するときは，これをも
って第三者に対抗することができます（借地借家法10条）。
賃借地上に，「自己名義で保存登記をした建物」を所有している土地賃借人Ｃは，すでに土
地賃借権の対抗要件を備えていますから，所有権移転登記のないＢは，Ｃに対して土地所有権
を対抗できず，また，賃貸人たる地位を主張することもできません。
【問11】× ［建物賃借権の対抗要件──建物引渡し］
建物の賃貸借は，その登記がなくても，建物の引渡しがあれば，以後，その建物について物
権を取得した者に対して，対抗力を有します（借地借家法31条）。
建物を借りた賃借人Ｄは，建物の「引渡しを受けて」いますから，すでに建物賃借権の対抗
要件を備えており，したがって，Ｂは，建物所有権の移転登記をしていない以上，Ｄに対して
建物所有権を対抗することはできず，また賃貸人たる地位も主張できません。
＊ 賃貸借（契約）というのは，使用料（家賃，土地代など）を支払って，物の貸し借りをする契約
のことで，貸主を賃貸人，借主を賃借人といいます。建物を借りれば建物賃貸借（建物賃借権），
土地を借りれば土地賃貸借（土地賃借権）となります。賃貸借は，売買契約と並んで宅建試験では
重要な契約です。
□■ ２ 物権変動（２）／問題編
【問12】
Ａは，自己所有の甲地をＢに売却し引き渡したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。
この場合，ＡとＦが，通謀して甲地をＡからＦに仮装譲渡し，所有権移転登記を得たときには，
Ｂは登記がなくとも，Ｆに対して甲地の所有権を主張することができる。（15-3-4）（7-2-1）
【問13】
ＧがＨに土地を譲渡した場合で，Ｈに登記を移転する前に，Ｇが死亡し，Ｉがその土地の特
定遺贈を受け，登記の移転も受けたとき，Ｈは，登記なしにＩに対して土地の所有権を主張で
きる。（9-6-3）
【問14】
Ａは，自己所有の建物をＢに売却したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。この場
合において，Ａはこの建物をＦから買い受け，ＦからＡに対する所有権移転登記がまだ行われ
ていないとき，Ｂは，Ｆに対し，この建物の所有権を対抗できる。（16-3-4）
【問15】
Ａが，Ｂに土地を譲渡して登記を移転した後，詐欺を理由に売買契約を取り消した場合で，
Ａの取消し後に，ＢがＣにその土地を譲渡して登記を移転したとき，Ａは，登記なしにＣに対
して土地の所有権を主張できる。（9-6-1）（19-6-1）
【問16】
Ａの所有地がＡからＤ，ＤからＥへと売り渡され，Ｅ名義の所有権移転登記がなされた後で
も，ＡがＤの債務不履行に基づきＡＤ間の売買契約を解除した場合，Ａは，その所有権をＥに
対抗することができる。（3-4-2）（13-5-2）
【問17】
所有権がＡからＢに移転している旨が登記されている甲土地について，ＥはＢとの間で売買
契約を締結したが，その売買契約締結の前にＡがＢの債務不履行を理由にＡＢ間の売買契約を
解除していた場合，Ａが解除した旨の登記をしたか否かにかかわらず，Ａは所有者であること
をＥに対して主張できる。（20-2-3）（19-6-2）（13-5-3）
【問18】
Ｊが，Ｋ所有の土地を占有し取得時効期間を経過した場合で，時効の完成後に，Ｋがその土
地をＬに譲渡して登記を移転したとき，Ｊは，登記なしにＬに対して当該時効による土地の取
得を主張できる。（9-6-4）（7-2-4）（13-5-4）（19-6-4）
【問19】
Ａの所有地に，ＦがＡに無断でＦ名義の所有権移転登記をし，Ａがこれを知りながら放置し
ていたところ，ＦがＦ所有地として善意無過失のＧに売り渡し，ＧがＧ名義の所有権移転登記
をした場合，Ａは，その所有権をＧに対抗することができない。（3-4-3）
【問20】
Ａが所有者として登記されている甲土地について，Ａと売買契約を締結したＣが，登記を信
頼して売買契約を行った場合，甲土地がＡの土地ではなく第三者Ｄの土地であったとしても，
Ｄの過失の有無にかかわらず，Ｃは所有権を取得することができる。（19-3-2）
【問21】
Ａは，自己所有の建物をＢに売却したが，Ｂはまだ所有権移転登記を行っていない。この場
合において，この建物がＡとＥとの持分１／２ずつの共有であり，Ａが自己の持分をＢに売却
した場合，Ｂは，Ｅに対し，この建物の持分の取得を対抗できない。（16-3-3）
【問22】
ＤとＥが土地を共同相続した場合で，遺産分割前にＤがその土地を自己の単独所有であると
してＤ単独名義で登記し，Ｆに譲渡して登記を移転したとき，Ｅは，登記なしにＦに対して自
己の相続分を主張できる。（9-6-2）（19-6-3）
【問23】
Ａの所有する土地について，ＡＢ間で，代金全額が支払われたときに所有権がＡからＢに移
転する旨約定して締結された売買契約で，ＡからＢへの所有権移転登記が完了していない場合
は，ＢがＡに代金全額を支払った後であっても，契約の定めにかかわらず，Ｂは，Ａに対して
所有権の移転を主張することができない。（8-3-1）
＊＊＊ ２ 物権変動（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問12】○ ［虚偽表示と177条の第三者］
「通謀」「仮装譲渡」ときたら，虚偽表示でしたね。
Ａ→Ｆの仮装譲渡は，虚偽表示により無効ですから，はじめから所有権はＦに移転しておら
ず，これに基づくＦの所有権移転登記も無効です。
したがって，Ｂは登記がなくても，無権利者Ｆに対して甲地所有権を主張できます。
いいかえれば，登記簿上所有者として表示されているにすぎない架空の権利者Ｆは，実体上
の所有権を取得したＢに対して，Ｂに登記がないこと（登記の欠缺）を主張できないのです。
売買契約
Ａ →→→→→→→→→ Ｂ（未登記）
↓ 引渡し
仮装譲渡↓
↓
Ｆ（登記）
【問13】× ［不動産の遺贈と第三者］
（特定）遺贈も，売買や贈与などと同じように意思表示によって物権変動を生じますから，
その登記がなければ第三者に対抗できません。
本問の場合，Ｇ→（売買）→Ｈ，Ｇ→（遺贈）→Ｉというように，二重譲渡があったわけで
すから，登記のない譲受人Ｈは，先に登記を備えた受遺者Ｉに対して土地所有権を主張するこ
とはできません。
＊ 遺贈と死因贈与遺贈は，「私が死んだら，これこれの財産を贈与する」というように，遺言
によって財産権を与える意思表示です。遺言者の一方的な意思表示によってなされる贈与で，双方
の合意に基づく契約によってなされる死因贈与とは異なります。ただし，死因贈与は，その性質に
反しない限り，遺贈に関する規定が準用されます。
【問14】○ ［転々移転した場合の前主］
Ｂは登記がなくても，Ｆに対し，建物の所有権を対抗できます。
建物が，Ｆ→Ａ→Ｂと順次売却（譲渡）された場合，ＦはＡの前主であって，はじめからＢ
とは177条の対抗関係にはありません。
もともとＦは，Ａに対して登記移転に協力する義務がありますから，新所有者Ｂに登記がな
いこと（登記の欠缺）を主張することは許されないのです。
【問15】× ［取消後の第三者と登記］
Ａは，詐欺を理由に売買契約を取り消しても，その取消し後の第三者Ｃに対しては，登記な
しには土地所有権を主張できません。
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契約が取り消された場合，①取消しによるＢ→Ａの所有権復帰と，②取消後のＢ→Ｃへの譲
渡とは，二重譲渡の関係が成立し，先に登記を備えた方が優先します。
Ａ ←←←←←←←←←← Ｂ
① 取消しによる所有権復帰↓ ② 取消後の所有権移転
↓
↓
Ｃ（登記）
【問16】× ［契約の解除前の第三者］
Ａは，ＡＤ間の契約を解除しても，解除による所有権復帰を主張できず，土地所有権を第三
者Ｅに対抗することはできません。
売買契約が，買主の代金不払いなど債務不履行を理由に解除されると，解除の効果として，
契約上の債権債務は，はじめにさかのぼって消滅し，契約をしなかった状態に戻ります（解除
の遡及効）。そうすると，解除がある前に権利を取得した第三者も，解除があったことにより，
はじめから権利を取得しなかったこととなり，まったく責任がないのに権利を失ってしまいま
す。そこで民法は，解除をしても「第三者の権利を害することはできない」（545条但書）と定
めて，解除の遡及効を制限し，第三者の権利を保護しました（取引の安全保護）。
ただし，第三者には対抗要件としての登記が備わっていることが必要です。
【問17】× ［契約の解除後の第三者］
本問は，前問と違って，契約を解除した後に第三者が登場した場合です。
売買契約に基づく所有権移転登記後に，ＡがＢの債務不履行を理由にその契約を解除して所
有権がＡに復帰しても，その旨の登記をしなければ，契約解除後に所有権を取得した第三者Ｅ
に対抗することはできません。
①解除によるＢ→Ａへの所有権復帰と，②解除後におけるＢ→Ｅとの売買は，二重譲渡の関
係にあるため，その優劣は登記の先後で決定されます。したがって，Ａが「登記をしたか否か
にかかわらず，……主張できる」とはいえないのです。
【問18】× ［時効完成後の第三者］
Ｊは，取得時効が完成しても，その登記がなければ，時効完成後に所有権登記を備えたＬに
対しては，時効による権利取得を主張できません。
①所有権を時効取得したＪと，②その時効完成後に所有権を取得したＬとは，二重譲渡と同
様の関係となりますから，先に登記を備えたＬが完全な権利者となるのです。
Ｊ（占有者）→→→→→→ ①時効完成（未登記）
────────────────╂─────╂─────
Ｋ → ②譲渡→ Ｌ（登記）
【問19】○ ［無効の登記を長期間放置していた場合］
「これを知りながら放置していた」というのがポイント。
Ｆが無断で，Ａの所有地を自己の所有名義としたにもかかわらず，Ａが「これを知りながら
放置していた」場合に，Ｆがこれを善意無過失の第三者Ｇに売却して移転登記をしたときは，
Ａは，土地所有権をＧに対抗できません。
これは，Ｆの所有名義は，所有権がＦにあるという外形を表示するものとなっており，Ａが
これを「知りながら放置していた」場合には，ＡＦ間に通謀がある状態に近いものとして，94

条２項の類推適用（虚偽表示を知らない善意の第三者保護規定）により，この外形を信頼した善
意無過失の第三者を保護したのです。
【問20】× ［登記の公信力］
買主Ｃが「登記を信頼」し，甲土地がＡ所有であると信じて売買契約を行っても，所有権を
取得することはできません。
物権が存在するかのような外形（登記や占有などによる公示）を信頼して取引した者は，そ
の外形が真実の権利関係を反映しない虚偽のものであっても保護されるという公信の原則は，
建物や土地などの不動産取引には適用されないのです。
＊ 登記所の登記を信頼しても保護されませんから，不動産取引をする人は，その登記が真実かどう
かを調査する必要があります（登記制度が不備だからです）。これを登記に公信力はないといい，
民法の大原則です。ただし【判例】は，真正の所有者Ｄが，Ａの登記が虚偽であると知りながら，
これを更正できるにもかかわらず長期間放置していた場合には，Ｃは所有権を取得できるとしてい
ます。→【問19】参照。
【問21】○ ［共有持分の譲受人と登記］
Ａの共有持分を譲り受けたＢは，その登記がない限り，共有者Ｅに対し，共有持分の取得を
対抗できません。つまりは，共有建物の分割請求ができないことになります。
この場合，他の共有者は，177条の第三者にあたります。
【問22】○ ［共同相続と単独登記］
共同相続人Ｅは「登記なしに」，譲受人Ｆに対して「自己の相続分」を主張できます。
共同相続した不動産について，Ｄが勝手に「単独名義で登記」した場合，Ｄの登記は，Ｅの
持分に関する限り無権利の登記（虚偽の登記）です。
したがって，Ｆが登記の移転を受けたとしても，Ｅの持分について権利を取得することはで
きません。
＊ 共同相続と共有相続人が数人いる場合を共同相続といい，家・土地・預貯金などの相続財産
は，後日具体的に遺産分割が終わるまでは，共同相続人の共有（共同所有）とされます。共有です
から，兄が自分の共有持分を売却・処分できても，弟の持分まで勝手に処分することはできません。
他人の権利の処分となり，当然に無効です。
【問23】× ［所有権の移転時期］
Ａ→Ｂへの所有権移転などの物権変動は，当事者Ａ・Ｂ間の意思表示だけで効力を生じるの
であって，登記は必要ありません。
買主Ｂが，約定どおり「代金全額を支払った」以上，所有権はＢに移転していますから，Ｂ
は移転登記が完了していなくても，Ａに対し当然に所有権の移転を主張できます。
登記は，権利が移転するための要件ではなく，第三者に対する対抗要件ですから，当事者間
では登記がなくても権利は移転するのです。
■物権の設定・移転（176条）────────────────────────────
物権の設定および移転は，当事者の意思表示のみによって，その効力を生ずる。
──────────────────────────────────────────
□■ ３ 占有権／問題編
【問１】
占有者がその占有を奪われたときは，占有回収の訴えにより，その物の返還及び損害賠償を
請求することができる。（60-6-1）
【問２】
占有者がその占有を妨害されるおそれがあるときは，占有保全の訴えにより，妨害の予防又
は損害賠償の担保を請求することができる。（60-6-4）
【問３】
売主Ａ・買主Ｂ間の建物売買契約（所有権移転登記は行っていない）が解除され，建物の所
有者Ａが，Ｂ居住の建物をＣに売却して所有権移転登記をした場合に，Ａが，Ｂに対して建物
をＣのために占有することを指示し，Ｃがそれを承諾しただけでは，ＡがＣに建物を引き渡し
たことにはならない。（14-3-1）
【問４】
売主Ａ・買主Ｂ間の建物売買契約（所有権移転登記は行っていない）が解除され，建物の所
有者Ａが，Ｂ居住の建物をＣに売却して所有権移転登記をした場合に，Ｂが建物占有中に，地
震によって玄関のドアが大破したので修繕し，その費用を負担した場合でも，ＢはＣに対して
その負担額の償還を請求することはできない。（14-3-2）
【問５】
売主Ａ・買主Ｂ間の建物売買契約（所有権移転登記は行っていない）が解除され，建物の所
有者Ａが，Ｂ居住の建物をＣに売却して所有権移転登記をした場合に，Ｃが暴力によって，Ｂ
から建物の占有を奪った場合，ＢはＣに占有回収の訴えを提起できるが，ＣはＢに対抗できる
所有権があるので占有回収の訴えについては敗訴することはない。（14-3-4）
＊＊＊ ３ 占有者／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［占有回収の訴え］
占有者がその占有を侵奪されたときは，占有回収の訴えにより，その物の返還と損害賠償を
請求することができます。
【問２】○ ［占有保全の訴え］
占有者がその占有を妨害されるおそれがあるときは，その妨害の予防，または損害賠償の担
保を請求することができます。これを，占有保全の訴えといいます。
【問３】× ［指図による占有移転］
占有権の譲渡に関する問題です。
建物の譲渡人Ａが，居住者（占有者）Ｂに対し，以後譲受人Ｃのために占有すべき旨を命じ，
譲受人Ｃがこれを承諾したときは，指図による占有移転があったものとして，Ａは，Ｃに建物
を引き渡したことになり，Ｃは占有権を取得します。
占有権の譲渡は，占有物の現実の引渡しをしなくても，意思表示だけですることができるの
です。
【問４】× ［悪意占有者の費用償還請求権──必要費］
占有者が支出した費用（必要費，有益費）に関する問題で，ここでは，必要費が問われてい
ます。
占有物の保存費・修繕費・公租公課（税金）など，その保存・管理に必要な必要費について
は，占有者は，善意・悪意を問わず，全額の償還を請求することができます。
売買契約を解除されたＢは，占有を正当づける本権（所有権）がないと知りながら建物を占
有している悪意の占有者ですが，悪意であっても，譲受人Ｃに対して，玄関ドアの修繕費用
（保存費）の償還を請求できるのです。
【問５】× ［本権の訴えとの関係──権利と事実］
譲受人Ｃは所有権があっても，暴力によってＢの占有を侵害していますから，Ｂからの占有
回収の訴えにおいては敗訴することがあります。
Ｂの占有訴権は，物に対する事実上の支配（占有）の現状を一応正しいものとして保護する
ための制度ですから，所有権・地上権などの権利に基づく訴え（本権の訴え）とは，区別され
ます。Ｃは，Ｂからの占有回収の訴えの中で，同一の事実関係において，本権を理由にその訴
えを否認できないのです（ただし，Ｃは所有権に基づく反訴を提起できます）。
占有訴権は，あくまでも事実を基礎とする訴えであり，所有権・地上権などの本権の訴えは，
権利を基礎とする訴えなのです。
□■ 目次
【権利関係編──民法（物権編）／所有権・地役権】（問題数２９問）
１ 所有権（相隣関係）／問題編（10問） 同／解答解説編
２ 所有権（共有）／問題編（14問） 同／解答解説編
３ 地役権／問題編（５問） 同／解答解説編
４ よくわかる！ 民法重点講座（物権変動）
【出題者のねらい】
所有権は物権の中心的な権利です。共有，相隣関係について基本的・常識的な知識があるかど
うかチェックしておきたいのです。
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
□■ １ 所有権（相隣関係）／問題編
【問１】
土地の所有者は，隣地から雨水が自然に流れてくることを阻止するような工作物を設置する
ことはできない。（16-7-1）
【問２】
土地の所有者は，隣地の所有者と共同の費用をもって，境界標を設置することができる。
（16-7-2）（11-2-2）
【問３】
土地の所有者は，隣地から木の枝が境界線を越えて伸びてきたときは，自らこれを切断でき
る。（16-7-3）
【問４】
隣地の竹木の根が境界線を越えて侵入している場合は，これを竹木の所有者に切り取るよう
に請求することができるが，自分で切り取ることはできない。（11-2-3）（16-7-4）
【問５】
土地の所有者は，隣地との境界近くで建物を築造し，又は修繕する場合でも，隣人自身の承
諾を得たときを除き，隣地に立ち入ることはできない。（11-2-1）
【問６】
Ａ所有の甲地は，乙地に囲まれて公道に通じない土地で，乙地を通る通路を開設しなければ
公道に出ることができない。この場合，Ａは，乙地の所有者に代償を支払えば，自己の意思の
みによって通行の場所及び方法を定め，乙地に通路を開設することができる。（13-3-1）
【問７】
Ａ所有の甲地は，乙地に囲まれて公道に通じない土地で，乙地を通る通路を開設しなければ
公道に出ることができない。この場合，甲地が，Ａ及びＣの共有地の分割によって公道に通じ
ない土地となったときには，Ａは，Ｃが所有する分割後の残余地にしか通路を開設することが
できない。（13-3-3）
【問８】
Ａ所有の甲地は，Ｄ所有の土地を分筆してＡに売却した結果，公道に通じない土地になって
おり，Ａが所有していない回りの土地を通る通路を開設しなければ公道に出ることができない。
この場合，Ｄが，甲地の譲渡後，その残余地である乙地をＥに売却したときには，Ａは乙地に
通路を開設することができない。（13-3-4）
【問９】
Ａ所有の甲地は，他の土地に囲まれて公道に通じない土地で，Ａが所有していない回りの土
地を通る通路を開設しなければ公道に出ることができない。この場合，Ｂが，Ａから甲地を譲
り受けたときには，Ｂは，所有権移転の登記を完了しないと，甲地を囲んでいる他の土地に通
路を開設することができない。（13-3-2）
【問10】
他人の宅地を観望できる窓又は縁側を境界線から１ｍ未満の距離に設ける場合には，目隠し
を付けなければならない。（11-2-4）
＊＊＊ １ 所有権（相隣関係）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［自然的排水の受忍義務］
水が自然に高地から低地に流れるときは，高地の所有者は，低地に排水することになります。
この場合，低地の所有者は，隣地から水が自然に流れてくるのを妨げてはならず，これを受
忍する義務があります。
【問２】○ ［境界標の設置費用］
土地の所有者は，隣地所有者と「共同の費用」で境界標を設置することができます。
この場合，境界標の設置費用と保存費用は，双方が等しい割合（１／２ずつ）で負担します。
＊ ただし，測量費用は，土地の広さに応じて分担します。
【問３】× ［境界線を越えた竹木の枝］
隣地から竹木の枝が境界線を越えて伸びてきても，自分で勝手に切断することはできません。
隣地所有者にその枝を切断させることができるだけです。相手方に植えかえの機会を与える
趣旨があるのです。
【問４】× ［境界線を越えた竹木の根］
隣地から竹木の根が境界線を越えて伸びてきたときは，自分で切除することができます。
枝と違って，根の場合は移植の機会を与えるほどの必要はないと考えられたのです。
まっ，自分の土地の一部になっているわけですから，自分で切り取ったっていいじゃないか
ということなんですね。
【問５】× ［隣地の使用請求］
隣地の使用・立入りには，隣人の承諾が必要ですが，承諾を得られないときは，承諾に代わ
る判決を得て使用することができます。つまり，必ずしも「隣人自身の承諾を得たとき」でな
くても，隣地を使用できるのです。
＊ ただし，隣家に立ち入るためには，「隣人自身の意思」に基づく承諾が必要であり，判決によっ
て承諾に代えることはできません。隣人の人格的利益を侵害する可能性もあるからです。
【問６】× ［隣地通行権］
Ａは，代償を支払うからといって，「自己の意思のみ」によって道路を開設することはでき
ません。通行権を有する者は，必要があるときは通路を開設できますが，通行の場所・方法は，
①通行権者に必要な範囲で，かつ，②囲んでいる土地にとって最も損害の少ないものでなけれ
ばなりません。
【問７】○ ［分割により生じた土地］
共有地の分割によって公道に通じない土地が生じたときは，この土地の所有者Ａは，公道
に出るため，他の分割者Ｃの残余地のみに通路を開設することができます。
【問８】× ［一部譲渡による通行権］
残余地の乙地がＥに売却されても，Ａは，Ｅの乙地に通路を開設することができます。
分筆や一部譲渡によって公道に通じない土地ができた場合，その所有者は，他の分割者また
は譲渡人の残余地のみを通行できるのですが，この通行権は，その後，残余地が譲渡された場
合でも，そのまま存続します。
相隣関係の規定は，対人的な関係を定めたものではなく，隣地間の利用調整を目的としたも
のですから，通行権も，土地に付着した物権的権利の性質を有しており，同時にまた，残余地
自体に付着した物権的負担なのです。
【問９】× ［通行権と登記］
甲地を譲り受けたＢは，所有権移転登記をしなくても，通路を開設できます。
相隣関係の規定は，隣り合う不動産相互の利用調整を目的とするものですから，不動産取引
の安全保護を目的とする登記制度とは関係ありません。
公道に通じない土地の所有権を取得した者は，その登記がなくても，隣地の所有者・利用権
者に対して，通行権を主張し通路を開設することができます。
【問10】○ ［境界線付近の観望制限］
境界線から１ｍ未満の距離に，他人の宅地を見通すことのできる窓または縁側・ベランダを
設けるときは，目隠しを付けなければなりません。隣人の私生活・プライバシーを保護するた
めです。
□■ ２ 所有権（共有）／問題編
【問１】
Ａ，Ｂ及びＣが，持分を各３分の１とする甲土地を共有している場合，Ａがその持分を放棄
したときは，その持分は所有者のない不動産として，国庫に帰属する。
（19-4-4）（15-4-3）（9-2-2）
【問２】
Ａ，Ｂ及びＣが，建物を共有している場合（持分を各３分の１とする），各共有者はいつで
も共有物の分割を請求できるのが原則であるが，５年を超えない期間内であれば分割をしない
旨の契約をすることができる。（15-4-4）（6-3-4）（3-5-3）（19-4-3）（9-2-4）（4-12-4）
【問３】
Ａ，Ｂ及びＣが，持分を各３分の１として甲土地を共有している場合，甲土地全体がＤによ
って不法に占有されているときは，Ａは単独でＤに対して，甲土地の明渡しを請求できる。
（18-4-1）（13-1-3）（4-12-2）
【問４】
Ａ・Ｂ・Ｃが別荘を持分均一で共有している（特約はない）場合，Ａは，不法占拠者Ｄに対
して単独で明渡請求を行うことができるが，損害賠償の請求については，持分の割合を超えて
請求することはできない。（6-3-3）（18-4-2）
【問５】
Ａ，Ｂ及びＣが，持分を各３分の１とする甲土地を共有している。この場合，共有者の協議
に基づかないでＡから甲土地の占有使用を承認されたＤは，Ａの持分に基づくものと認められ
る限度で甲土地を占有使用することができる。（19-4-1）（9-2-3）
【問６】
Ａ・Ｂ・Ｃが別荘を持分均一で共有している（特約はない）場合，その管理費は，Ａ・Ｂ・
Ｃがその利用の程度に応じて負担しなければならない。（6-3-1）
【問７】
Ａ・Ｂ・Ｃ３人が土地を共有（持分均一）している。この場合，Ａの反対にかかわらず，Ｂ
及びＣが同意して管理行為を行ったときは，Ａは，その費用の分担を拒むことができる。
（4-12-1）
【問８】
Ａ，Ｂ及びＣが，持分を各３分の１とする甲土地を共有し，甲土地について，Ｅと賃貸借契
約を締結している場合，ＡとＢが合意すれば，Ｃの合意はなくとも，賃貸借契約を解除するこ
とができる。（19-4-2）（3-5-2）
【問９】
Ａ，Ｂ及びＣが，建物を共有している場合（持分を各３分の１とする），Ａは，ＢとＣの同
意を得なければ，この建物に物理的損傷及び改変などの変更を加えることはできない。
（15-4-2）（6-3-2）（3-5-1）
【問10】
Ａ及びＢは，共有名義で宅地を購入し，共有持分の割合を，Ａが１／３，Ｂが２／３と定め
たが，持分割合以外には特約をしなかった。この場合，Ｂは，Ａの同意を得なければ，自己の
持分を他に譲渡することはできない。（9-2-1）（15-4-1）
【問11】
Ａ・Ｂ・Ｃが，持分を６・２・２の割合とする建物の共有をしている場合に，Ａが，Ｂ・Ｃ
に無断で，この建物を自己の所有としてＤに売却したときは，その売買契約は有効であるが，
Ｂ・Ｃの持分については，他人の権利の売買となる。（13-1-1）
【問12】
Ａ・Ｂ・Ｃ３人が建物を共有（持分均一）している場合，その建物の管理に関して，ＡがＢ
及びＣに債務を負っているときには，Ｂ及びＣは，Ａがその債務を支払わずに持分をＥに譲渡
しても，Ｅに対し，その債務の支払いを請求することができる。（3-5-4）
【問13】
Ａ，Ｂ及びＣが，持分を各３分の１として甲土地を共有している場合に，Ａが死亡し，相続
人の不存在が確定したときには，Ａの持分は，民法第958条の３の特別縁故者に対する財産分
与の対象となるが，当該財産分与がなされない場合は，Ｂ及びＣに帰属する。
（18-4-4）（4-12-3）
【問14】
Ａ，Ｂ及びＣが，持分を各３分の１として甲土地を共有している場合に，共有物たる甲土地
の分割について共有者間に協議が調わず，裁判所に分割請求がなされたとき，裁判所は，特段
の事情があれば，甲土地全体をＡの所有とし，ＡからＢ及びＣに対し持分の価格を賠償させる
方法により分割することができる。（18-4-3）（13-1-4）
＊＊＊ ２ 所有権（共有）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［持分の放棄］
共有者の１人が持分を放棄したときは，その持分は他の共有者に帰属します。「国庫に帰属
する」のではありません。
共有というのは共同所有ですから，その本質は所有権です。ただ所有者が数人いることで，
持分という割合で制約された状態にあるにすぎませんから，放棄などによりこの制約がなくな
れば，いつでも完全な支配権としての所有権に復帰する性質をもっているのです。これを共有
の弾力性といいます。
【問２】○ ［分割請求の自由と不分割期間］
各共有者は，いつでも共有物の分割請求をすることができます。共有は複雑な法律関係を生
じますから，できるだけ早く解消されたほうが望ましいのです。
したがって，「分割をしない旨の契約」（不分割契約）をすることもできますが，その期間は
５年を超えることができません。長期間の不分割契約を認めない趣旨なのです。
＊ 不分割契約は更新できますが，更新の時から，やはり５年を超えることはできません。
【問３】○ ［保存行為］
不法占有者に対する明渡請求は，共有物の現状を維持する保存行為にあたります。
保存行為は共有者全員の利益となりますから，各共有者が単独ですることができます。Ａは
持分に関係なく，単独で不法占有者Ｄに対し，甲土地の明渡請求ができるのです。
【問４】○ ［不法占拠者に対する損害賠償請求権］
不法占拠者Ｄに対する明渡請求は，保存行為ですから，Ａは単独ですることができます。
しかし，損害賠償請求権は，持分の割合に応じて，各共有者に分割帰属するものとされ，し
たがって，Ａは，単独では自己の持分相当額を請求できるにすぎません。
＊ 【判例】は，共有物から生じる賃料（たとえば，共有別荘を貸した場合の賃料など）についても，
各共有者は，自己の持分について請求権を有するだけだとしています。
【問５】○ ［共有物の使用］
共有者１人１人は，共有物の全部について，それぞれの持分に応じた使用をすることができ
ます。また，「共有者の協議に基づかないで」単独で自己の持分を自由に処分することができ
ます。
したがって，Ｄの占有使用がＡの持分に基づくものと認められる限度であれば，Ｄは甲土地
を占有使用することができます（あたかも，Ａ自身がその持分に基づいて使用できるのと同じよ
うに）。
【問６】× ［共有物の管理費用］
共有物の管理費用は，特約がない場合は，各共有者Ａ・Ｂ・Ｃが，その持分に応じて負担し
なければなりません。「利用の程度に応じて」負担するのではないのです。
【問７】× ［共有物の管理費用］
Ｂ・Ｃが，持分価格の過半数により管理行為を行った以上，反対したＡも，費用分担を拒む
ことはできません。
共有物の管理は，各共有者の持分価格の過半数で決定され，税金などの管理費用は，各共有
者がその持分に応じて負担しなければならないのです。
「管理事項は過半数で，管理費用は持分に応じ」ということです。
【問８】○ ［賃貸借契約の解除──管理行為］
賃貸借契約の解除は，共有物の管理にあたり，各共有者の持分価格の過半数で行うことがで
きます。つまり，ＡとＢが合意すれば，持分価格の過半数となるため，Ｃの合意がなくても，
賃貸借契約を解除することができるのです。
＊ なおこの場合，「当事者の一方が数人ある場合には，契約の解除は，その全員から，またはその
全員に対してのみ，することができる」という解除権の不可分性を定めた544条１項の適用はあり
ません。
【問９】○ ［変更行為］
Ａは，Ｂ・Ｃの同意を得なければ，共有建物に変更を加えることはできません。
共有物の変更というのは，建物を増築・改築したり，田を畑にしたり，共有山林を伐採する
などのように物理的に変化させることや，売却・抵当権設定などのように法律的に処分するこ
とをいいます。
変更は，全員の利益に重大な影響を与えますから，全員の同意が必要です。
【問10】× ［持分の自由処分］
Ｂは，Ａの同意を得なくても，単独で自由に自己の持分を譲渡することができます。
共有というのは共同所有ですから，その本質は所有権であって，ただ所有者が数人いること
で，持分という割合で制約されているにすぎません。
普通の所有権と同じように，自由に自分の持分を譲渡したり，抵当権を設定するなどの処分
ができるのです。もちろん，処分できるのは，あくまでも自分の持分（所有権）に限ります。
＊ 宅建試験では，持分，共有持分，持分権，共有持分権を厳密に使い分ける必要はありません。
【問11】○ ［他の共有者の持分処分］
Ａが，Ｂ・Ｃに無断で，共有建物を自己の単独所有としてＤに売却した場合でも，売買契約
としては有効に成立します。
ただし，Ａは，Ｂ・Ｃの所有権（持分）を処分したことになりますから，他人の権利の売買
となり，結局，Ａは，Ｂ・Ｃの所有権を取得して，これをＤに移転する売買契約上の債務を負
うことになるのです。
【問12】○ ［共有物についての債権］
共有者の１人が，共有物について他の共有者に対して有する債権は，その特定承継人に対し
ても行使することができます。
つまり，建物の管理に関し，Ｂ・Ｃが，Ａに対して税金・管理費の立替えなどの債権を有す
る場合には，Ａの持分の譲受人Ｅに対しても，Ａの債務の支払いを請求できるのです。
Ｅにとっては，たまったものではありませんが，共有者Ｂ・Ｃの債権を保護し，管理の実を
あげるためなのです（Ａの債務を支払ったＥは，Ａに対してその分を請求できるのはもちろんで
す）。
【問13】○ ［持分の帰属］
共有者の１人Ａが死亡して相続人がいない場合には，Ａの持分は，まず「特別縁故者に対す
る財産分与の対象」となり，この財産分与がない場合に，他の共有者Ｂ・Ｃに帰属することに
なります。他の共有者に帰属する前に，特別縁故者を優先させたのです。
【問14】○ ［裁判所による分割］
共有者の１人または数人が，共有物の所有権を取得し，他の共有者に金銭を支払うという価
格賠償に関する出題です。
【判例】は，共有者間の実質的公平を害しないと認められる『特段の事情』があれば，共有
物を共有者１人の所有とし，他の共有者には持分の価格を賠償させる全面的価格賠償を広く認
めています。
□■ ３ 地役権／問題編
【問１】
土地の共有者の一人が時効で地役権を取得したというだけでは，他の共有者は同じ内容の地
役権を取得することができない。（61-11-3）
【問２】
承役地を第三者が不法占拠している場合，地役権者は，その者に対して，当該承役地を自己
に引き渡すよう請求できる。（61-11-1）
【問３】
Ａは，自己所有の甲土地の一部につき，通行目的で，隣地乙土地の便益に供する通行地役権
設定契約（地役権の付従性について別段の定めはない）を，乙土地所有者Ｂと締結した。この
場合，Ｂは，この通行地役権を，乙土地と分離して，単独で第三者に売却することができる。
（14-4-3）
【問４】
Ａは，自己所有の甲土地の一部につき，通行目的で，隣地乙土地の便益に供する通行地役権
設定契約を乙土地所有者Ｂと締結した。この場合，Ｂが，契約で認められた部分ではない甲土
地の部分を，継続的に行使し，かつ，外形上認識することができる形で，乙土地の通行の便益
のために利用していたときでも，契約で認められていない部分については，通行地役権を時効
取得することはできない。（14-4-4）
【問５】
Ａは，自己所有の甲土地の一部につき，通行目的で，隣地乙土地の便益に供する通行地役権
設定契約（地役権の付従性について別段の定めはない）を，乙土地所有者Ｂと締結した。この
場合において，この通行地役権の設定登記をしないまま，Ａが，甲土地をＣに譲渡し，所有権
移転登記を経由した場合，Ｃは，通路として継続的に使用されていることが客観的に明らかで
あり，かつ，通行地役権があることを知っていたときでも，Ｂに対して，常にこの通行地役権
を否定することができる。（14-4-1）
＊＊＊ ３ 地役権／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［地役権の時効取得］
土地（要役地）の共有者の１人が，時効によって地役権を取得したときは，共有者全員のた
めにもその効力を生じ，他の共有者も地役権を時効取得することができます。
【問２】× ［不法占拠者に対する引渡請求権］
「承役地」が不法占拠されても，地役権者は，承役地を自己に引き渡すよう請求することは
できません。
地役権は，承役地を一定の範囲で利用する物権ですから，その利用が妨害されるときは，妨
害排除や妨害予防によりこれを排除することができます。しかし，承役地を占有する権利では
ありませんから，引渡請求権はないのです。
【問３】× ［地役権の付従性］
長文ですが，内容は単純です。地役権は，要役地のために存在する権利で，承役地を通行し
たり，水路を引いたりして，要役地の利用価値を増進するために設定されます。
したがって，特約で定めても，要役地から分離して，地役権だけを別個独立に「単独で」譲
渡したり，他の権利の目的とすることはできません。意味がないからです。
地役権は，要役地とともに譲渡すべきであり，要役地が移転すれば，原則として地役権も移
転します（地役権の付従性）。
【問４】× ［地役権の時効取得］
これもよく読むと単純で，地役権の時効取得に関する問題です。
地役権は，①継続的に行使され，かつ，②外形上認識できるものに限って，時効取得できま
すから，所有者Ｂは，「契約で認められていない」甲土地の部分についても，通行地役権を時
効取得することができます。
【問５】× ［登記のない地役権の対抗力］
地役権の設定も，登記なしには第三者に対抗できません。しかし，これについては注目すべ
き【判例】があります。
承役地が譲渡された場合に，通行地役権の登記がない要役地の所有者により，①承役地が継
続的に通路として使用されていることが客観的に明らかであり，かつ，②承役地の譲受人がそ
のことを知っていた（悪意）か，または知ることができた（善意有過失）ときは，譲受人は，
特段の事情がない限り，地役権設定「登記の欠缺を主張するについて正当な利益を有する第三
者」にあたりません。
譲受人Ｃは，通行地役権の登記を欠いているＢに対して，その通行地役権を否定することは
できないのです。
判例は，最も多く利用されている通行地役権が，ほとんど未登記であるという実情を考慮し
たのです。
□■□■□■□■□■□■ ４ よくわかる！ 民法重点講座□■□■□■□■□■□■□
物権変動の重点をまとめています。繰り返し読んで，完全にマスターしましょう。
□■ 物権変動□■
物権変動というのは，物権が「発生」したり，「移転」したり，「消滅」することの「総称」
です。たとえば，家を新築すれば，家について新たに所有権が「発生」し，土地を売買すれば，
土地の所有権が「移転」します。抵当権を設定すれば，抵当権が「発生」します。また，火災
や取壊しによって建物が消失すれば，所有権・地上権等が「消滅」します。これらをすべてひ
っくるめて物権変動というのです。
物権変動は，主に売買契約，贈与契約，地上権設定契約，抵当権設定契約などによって生じ
ますが，時効，相続によっても生じます。
１ 物権変動を生じる時期──契約の時が原則だ
民法176条は，「物権の設定および移転は，当事者の意思表示のみによって，その効力を生ず
る」と定めています。
これは，所有権の移転・抵当権の設定などの物権変動は，単なる意思表示だけで効力を生じ，
そのためにとくに「登記」や「引渡し」などの行為を必要としないということです。これらの
行為がなくても物権変動は生じます。
Ａが所有不動産をＢに売れば，Ｂは登記をしないでも所有権を取得し，Ａに対して，登記な
しに所有者であることを主張できます。
したがってまた，物権変動は，原則として意思表示をした時，つまり契約をした時に生じます。
決して「登記をした時」や「引渡しの時」などではありません。
ただし，当事者が特約で移転時期を定めたとき，たとえば「代金支払いとともに所有権が移
転する」と定めたときは，物権変動はその時に生じます。
まず，この点をシッカリ押さえてください。
２ 公示の原則──安心して不動産取引ができるように，公示しよう
物権変動は，外部からわかるように公示しなければならないという原則です。
どうしてこんな原則があるのでしょうか？
土地・建物のような不動産取引は，外見上の変化を伴わないことが非常に多く，そのため，
所有権・抵当権などの排他的権利が生じていても，表面上は全然わかりません。
隣りの家に抵当権が設定されているかどうか，近所の駐車場の所有者が変わったかどうかは，
家や駐車場を外から見ただけでは判断できないのです。
物権には排他的・独占的性質があるため，その変動も排他的・独占的効果を生じますから，
これを外部からわかるようにしておかないと，第三者に予想外の損害を与え，安全な取引がで
きません（これを取引の安全といいます）。
土地を買ったところ，その土地にはすでに抵当権がついていたということが，後でわかった
のでは安心して土地取引はできません。抵当権が設定されていることが，あらかじめ誰からも
わかるようにしておかなければならないのです。
そこで近代民法は，登記制度という最も完備した公示方法を考案し，物権の発生・変更・消
滅という変動をそのつど記録・公示して明らかにし，不動産取引の安全を図ったのです。
３ 公信の原則──安心して取引ができるように，公示を信頼した者を保護しよう
真実の権利関係があるような外形を信頼した者は，保護されなければならないという原則で
す。物権が存在するかのような外形（登記，登録，占有などによる公示）を信頼して取引した
者は，それが「真実の権利関係を反映しない虚偽のもの」であっても，保護されるのです。
どうしてこんな原則があるのでしょうか？
公示の原則を徹底して物権変動を公示し取引の安全を図ったとしても，その公示がいつも
「真実の権利関係を反映している」とは限りません。
土地の所有権がＡ→Ｂに移転したという登記（公示）があっても，Ｂが勝手に登記したかも
しれませんし，所有権を移転する契約が無効な場合（登記も無効となる）もあります。あるい
は，すでにＡにより契約が取り消されたり解除されたりして，登記の外形だけが残っているの
かもしれません。
これでは，せっかく公示の原則を徹底しても，その公示を信頼できず，安心して取引ができ
ません。取引のたびに，公示が正しいかどうかを調査していたのでは面倒ですし，確実に行う
ことも困難です。そこで，「公示が真実の権利関係を反映していなくても，公示を信頼した者
は，公示どおりに従って保護される」としたのです。
公信の原則は，公示の原則を補って取引の安全を保護する重要な機能を果たしますが，しか
し他方で，「真実の権利者の利益を犠牲にする」という面ももっています。
「真実の権利関係」を犠牲にして，「虚偽の権利関係」を優先させるからです。
したがって，公信の原則を無制限に認めるわけにはいきません。民法は「動産取引」につい
ては公信の原則を認め（即時取得の制度），「不動産取引」については，公信の原則を採用しな
いこととしました。「取引の安全」よりも「真実の権利者の利益」を優先させたのです。
「虚偽の登記を真実と信じて取引しても保護されない」ことを，登記に公信力はないといい
ます。
４ 対抗要件としての登記──不動産を買ったら，まずは登記を
民法177条は，「不動産に関する物権の得喪・変更は，その登記をしなければ，第三者に対抗
することができない」と定めています。
土地・建物の所有権や抵当権は，売買契約や抵当権設定契約などによって生じますが，これ
らの物権変動は，登記しなければ第三者に対抗できません。登記することによって，物権を排
他的・独占的に取得できるとしているのです。
登記というのは，不動産の物権変動を公示する方法で，登記所（法務局）が保管する登記簿
に，物権変動の内容を記載することです。登記簿の「権利部」に，所有権・抵当権などを記載
することにより対抗要件が備わります。
１ 第三者の範囲──登記をしなければ対抗できない「第三者」の意味
まず，登記をしなければ対抗できない第三者というのは，すべての第三者ではなく，物権変
動の「当事者およびその包括承継人」以外の者をいいます。
当事者やその包括承継人（たとえば相続人）は，そもそも第三者ではありませんから，これ
らの者に対しては，登記なくして当然に物権変動を主張できます。
たとえば，Ａ所有地が，Ａ→Ｂへ譲渡され，Ｂが未登記の間に，Ａの相続人Ｃが相続により
所有権登記をしたという場合，Ｂは登記がなくても，土地所有権をＣに対抗できます（あたか
も売主Ａに対してと同様に）。
相続人は，被相続人の当事者としての地位（売主としての地位）をそのまま承継しますから，
いわばＡ→Ｃに当事者が交代したにすぎず，Ａ＝Ｃなのです。
譲渡
Ａ →→→→→→→→ Ｂ（未登記）
↓
相続↓
↓
Ｃ（登記）
さて，第三者とは「登記の欠缺を主張するについて正当な利益を有する第三者」をいいます。
わかりにくい表現ですが，欠缺は「けんけつ」と読み，「欠いている」ということです。
要するに，「あなたには登記がない，だから権利を取得できないと主張できる第三者」をいう
のです。
「正当な利益を有する第三者」に対しては，登記をしないと対抗できません。反面からいえ
ば，「正当な利益を有しない第三者」に対しては，登記なしに対抗できるのです。
２ 登記がないと対抗できない第三者──正当な利益を有する第三者
① 物権を取得した者
第１の売買
一般債権者Ｄ →→→→→ Ａ →→→→→→→→ Ｂ（未登記）
↓
第２の売買↓
↓
Ｃ（未登記）
たとえば，Ａの所有地が，Ａ→Ｂ，Ａ→Ｃと二重譲渡された場合，Ｂ・Ｃともに，相手方
に対して「登記の欠缺（登記がないこと）を主張する正当な利益を有する第三者」に該当し
ます。ＢもＣも，どちらも対抗要件としての登記がないとき，この状態では両者の地位に優
劣はなく，どちらからも所有権を主張できません。
この場合，先に登記を備えた方が，完全に権利を取得します。Ｂは「先に」売買契約を締
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結していても，登記がない以上，Ｃに対して所有権を主張することはできないのです。Ｃが
登記をしていなくてもかまわないのです。
そして，Ｃが登記してしまえば，Ｃは完全な権利者となり，Ｂはもはや所有権を取得する
ことができず，あるいはＣの地上権や抵当権によって制限された所有権を取得できるにすぎ
ないのです。
Ｂの取得した物権が，地上権・抵当権などの制限物権であるときも，やはり登記をしなけ
れば，──Ｃが登記をしない間でも──Ｃに対して，これらの制限物権を主張できません。
② 賃借権者
Ａ所有の不動産について，賃借権を有するＣも，Ｂの「登記の欠缺を主張するについて正
当な利益を有する第三者」にあたります。
つまり，Ｃが賃借しているＡ所有の不動産を，Ｂが買った場合，Ｂは登記がなくては，Ｃ
が賃借権の対抗要件（賃借権の登記など）を備えていない場合でも，自分の所有権取得をＣ
に対抗することはできません。
また，Ａ所有の不動産について，Ｂが所有権を取得し，登記をしない間に，「その後」Ｃ
が賃借権を設定した場合でも，Ｃが先に賃借権の対抗要件を備えれば，Ｂは後から登記して
も，賃借権の制限のある所有権を取得することになります。
③ 一般債権者──抵当権などの担保権をもたない債権者
Ａの一般債権者Ｄも，Ｂの「登記の欠缺を主張するについて正当な利益を有する第三者」
にあたります。
たとえば，Ａ所有の不動産について，Ｂが抵当権を取得しても，その登記をしない以上，
Ｂは，Ａの一般債権者Ｄに対して対抗することはできません。
この場合，Ｂは，登記のない「抵当権」に基づいて競売はできますが，一般債権者Ｄが配
当加入を申し出たときは，Ｄに対して優先弁済を受けることができないのです。
また，Ｂが所有権を取得したときにも，登記をしない間に，Ａの一般債権者Ｄが，その土
地を差し押さえれば，Ｂは，Ｄに対して異議を述べることはできません。
以上の①～③すべてを通じて，物権取得者Ｂが登記なくして対抗できない場合には，第三者
Ｃの側で登記を備えている必要はないということに注意してください（Ｃが登記を備えていれば，
はじめからＢは，Ｃに対抗できないことは当然ですから）。
④ 借地権者
Ａの所有地について，Ｃが対抗要件を備えた借地権を有する場合，Ｃは，土地所有権を取
得したＢからみて，登記がなくては対抗できない第三者にあたります。
つまり，Ｂが，新しい土地所有権者として，借地人Ｃに借地契約上の権利（地代の請求や
解約など）を主張するためには，土地所有権の登記を必要とするのです。
＊ 建物所有を目的とする地上権，または土地の賃借権を借地権といいますが，借地権は，借地権
そのものの登記がなくても，借地上に借地権者が「登記された建物」を所有するときは，これを
もって第三者に対抗することができます（借地借家法10条）。
以上①～④すべての場合に，第三者Ｃの善意・悪意は関係ありません。Ｃが悪意であっても，
Ｂは登記がなければ，Ｃに対抗できないのです。
第三者に対しては，その善意・悪意に関係なく，登記がない限り対抗できないとすることが，
不動産取引を簡明にするからです。登記をしない方が悪いのです。
３ 登記がなくても対抗できる第三者──正当な利益を有しない第三者
次の①～⑤の者は，「登記の欠缺を主張するについて正当な利益を有する第三者」にはあた
りません。「あなたには登記がない（登記の欠缺）」ということを主張できないのです。
したがって，これらの者に対しては，登記がなくても権利を対抗できます。
① 詐欺または強迫によって登記申請を妨げた者
たとえば，Ｂが，Ａの所有地を譲り受けて登記をしようとしているときに，Ｃが詐欺また
は強迫によってＢの登記申請を妨げた場合には，Ｃは，後で自分がその土地を譲り受けて登
記を備えたとしても，Ｂに登記がないこと（登記の欠缺）を主張できません。
② 他人のために登記の申請義務を負う者
同じ例で，Ｃが，Ｂの法定代理人であるのに，Ｂのために登記する義務を怠って，自分の
ために先に登記を備えたとしても，Ｂに登記がないことを主張できません。
③ 背信的悪意者
背信的悪意者というのは，「権利取得の方法が著しく信義に反する者」とか「害意をもって
取引関係に立った者」など悪質な奴です。
背信的悪意者は，登記の欠缺を主張する正当な利益を有しません。
たとえば，Ａの所有地を取得したＢが，まだ所有権移転登記をしていないことに乗じて，
Ｃが，Ｂに高値で売りつけ不当な利益を得る目的でＡをそそのかし，Ａ所有地を購入して移
転登記を受けたような場合，Ｃは背信的悪意者とされ，Ｂは登記がなくても，Ｃに所有権を
主張できます。
＊ ただし，背信的悪意者からの転得者は，自身が背信的悪意者でない場合には，177条の「第三
者」にあたるとするのが【判例】です。
④ 実質的無権利者
登記そのものが違法になされた場合や，権限のない者によって処分された場合などです。
Ａ所有の不動産について，Ｂが「文書を偽造して」移転登記をし，これをさらにＣに譲渡
して移転登記をしたような場合，Ｃは所有権を有するような外観をしていますが，何の権利
も取得しない実質的無権利者です。
したがって，ＡはＣに対して所有権を主張することができます。
⑤ 不法占拠者・不法行為者
正当な権原に基づかないで，不動産を占有する不法占拠者は，何の権利もありませんから，
真実の権利者は登記がなくても，自らの権利を主張できます。
また，Ａから建物を譲り受けて所有権を取得したＢは，移転登記を終えていなくても，建
物を損壊したＣに対して，不法行為に基づく損害賠償を請求できます。
これらの者は，不動産に対する侵害者であり，取引の当事者として登場するわけではあり
ませんから，そもそも登記により物権変動を対抗するという関係は生じないのです。
さて以下では，売買契約により，不動産の所有権がＡ→Ｂ→Ｃに移転し，それぞれ移転登記
が行われた場合に生じる諸問題を確認しておきましょう。試験に頻出のところです。
Ａ→→→→→→→→Ｂ
契約当事者↓
↓
↓
Ｃ 第三者
５ 取消しと登記
１ 取消前の第三者──取消の効果の問題だ
Ａが，制限行為能力や強迫を理由に売買を取り消した場合，取消しの効果は，第三者Ｃの
善意・悪意に関係なく，登記がなくても対抗できます。
そもそも，取消しによって生じる物権変動をあらかじめ登記させることは不可能ですし，
また，登記がないと対抗できないとすると，制限行為能力や強迫を理由とする取消しは，意
味がなくなるからです。
しかし，Ａが詐欺を理由に取り消した場合，その取消しは善意の第三者に対抗できません
から（96条３項），Ｃが善意であれば，登記の有無に関係なく，Ｃには取消しの効果を対抗
できません。
２ 取消後の第三者──権利の優劣は登記の先後で決まる
Ａが，ＡＢ間の売買を取り消した後では，その登記がなければ，取消後に所有権を取得し
た第三者Ｃに対抗できません。
契約が取り消された場合，①取消しによるＢ→Ａの所有権復帰と，②Ｂ→Ｃへの取消後の
譲渡とは，二重譲渡と同様，登記の先後によって優劣が決まります。
６ 解除と登記
１ 解除前の第三者──解除の遡及効の問題だ
Ａが，Ｂの債務不履行を理由にＡＢ間の契約を解除しても，Ａは，解除による所有権復帰
をＣに対抗できません。ただし，第三者Ｃには，対抗要件としての登記が必要です。
買主Ｂの代金不払いを理由に契約が解除されると，「解除の効果」として，契約は「はじ
めにさかのぼって」消滅します（解除の遡及効）。つまり，契約は最初から存在しなかった
のと同じ状態に戻るのです。
そうすると，解除前に権利を取得した第三者Ｃも，はじめから権利を取得しなかったこと
になり，まったく責任がないのに権利を失うことになります。
そこで民法は，解除をしても「第三者の権利を害することはできない」（545条１項但書）
として，解除の遡及効を制限し，第三者を保護したのです。
２ 解除後の第三者──権利の優劣は登記の先後で決まる
Ａの解除後に，第三者Ｃが現れた場合，①解除によるＢ→Ａの所有権復帰と，②Ｂ→Ｃへ
の解除後の所有権移転との優劣は，二重譲渡と同様，登記の先後で決定します。
Ａが契約を解除しても，解除による所有権復帰の登記をしなければ，解除後のＣが先に登
記を備えてしまえば，Ｃに所有権を対抗できません。
７ 時効と登記
１ 原権利者との関係──当事者の問題だ
Ａ所有地の占有者Ｂが，時効取得の要件を満たせば，Ｂは登記がなくても原権利者Ａに
対して，所有権取得を主張して移転登記の請求ができます。
Ａ・Ｂは物権変動の当事者であって，Ｂは第三者ではないからです。
２ 時効完成前の第三者──これも当事者の問題だ
Ｂの取得時効完成前に，土地がＡ→Ｃに譲渡され移転登記もなされた場合，その後，Ｂの
時効が完成したときには，Ｂは，登記なくしてＣに対抗できます。
Ｃは，時効による物権変動の当事者であって，やはり第三者ではないからです。Ａ→Ｃは，
当事者の交代にすぎないのです。Ｃの登記の有無は関係ありません。
３ 時効完成後の第三者──権利の優劣は登記の先後で決まる
Ｂの取得時効完成後に，Ａ→Ｃの譲渡があった場合には，①時効取得者Ｂと，②時効完成
後の第三者Ｃの優劣は，二重譲渡と同様，登記の先後によって決まります。
Ｂは，所有権を時効取得しても，その登記をしなければ，時効完成後に登記を備えた第三
者Ｃに所有権を対抗できません。
＊ なおこの場合，Ｂは時効の起算点を繰り下げて（時効の開始時期をもっと以前にして），あた
かもＣの登記後に時効が完成したことにする──その結果，Ｃは当事者となってしまい，第三者
ではなくなる──ことは許されないとするのが，確立した【判例】です。
８ 相続と登記
Ａ・Ｂが，共有持分各１／２で共同相続した後，Ａが単独相続の登記をし，これを第三者Ｃ
に譲渡して移転登記もすませたという場合，Ｂは登記なしに，自分の持分１／２をＣに対抗す
ることができます。
Ａが勝手に単独名義で登記しても，Ｂの持分に関する限り無権利の登記であって，登記に公
信力がない結果，Ｃも，Ｂの持分に関する限り，その権利を取得することはできないのです。
しかし，Ａからその共有持分を譲り受けたＣは，その譲渡について登記がない限り，共有者
Ｂに対して，共有持分の取得を対抗できません（つまりは，共有物の分割請求ができないことに
なります）。
Ａが，自己の持分をＣに譲渡した場合，一方の共有者Ｂは，177条の第三者にあたるのです。
＊ なお【判例】は，遺言によって不動産を取得した者は，遺言によって取得した権利を，相続の場
合と同じく，登記なしに対抗できるとしています。
９ 無効と登記
１ ＡＢ間の契約が法令違反や公序良俗違反のため無効である場合
はじめから物権変動を生じませんから，無効の行為を通じて第三者Ｃが登記を備えても，
真の権利者Ａは，登記がなくてもＣに対抗できます。
２ 契約がＡの錯誤によって無効となる場合
そもそも，物権は移転していないのですから，物権の復帰ということはありえず，したが
って，無効主張の時期に関係なく，表意者Ａは登記なしに第三者Ｃに対抗できます。
３ ＡＢ間の契約が虚偽表示によって無効となる場合
Ａは，虚偽表示の無効をもって善意の第三者Ｃに対抗できない結果，Ｃは，Ｂから完全に
所有権を取得します。Ｃに登記は必要ありません。
10 条件と登記
契約に「停止条件」がついている場合にも，あらかじめ「仮登記」しておけば，「条件の成
否未定の間」に取引関係に立った第三者に対しても対抗することができます。
＊ 停止条件がついているため効力はまだ発生しておらず，そのため「仮登記」しかできません。
■まとめ■
１ 物権変動を生じる時期
原則として契約の時。当事者間で特約があるときは，特約に従う。
２ 公示の原則
物権変動は，常に，外部からわかるように公示しなければならないという原則。
動産・不動産に共通。
３ 公信の原則
真実の権利関係があるかのような外形を信頼した者は保護されなければならないという原則。
動産については認められているが，土地・建物などの不動産には認められていない。
登記の外形を信じてもそれだけでは保護されない（登記に公信力はない）。
４ 第三者の範囲
登記の欠缺を主張する正当な利益を有する第三者。
５ 登記がなければ対抗できない第三者
・物権を取得した者
・賃借権者
・一般債権者（抵当権などの担保権をもたない債権者）
・借地権者
＊ 第三者は悪意であってもよい。
６ 登記がなくても対抗できる第三者
・詐欺または強迫によって登記申請を妨げた第三者
・他人のために登記の申請義務を負う第三者
・背信的悪意者
・実質的無権利者
・不法占拠者，不法行為者
７ 取消しと登記
① 「制限行為能力」や「強迫」を理由に取り消した場合
取消の効果は，登記がなくても，取消し前の第三者に対抗できる。
取消後の第三者との優劣は，登記で決まる。
② 「詐欺」による取消の場合
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取消しの効果は，善意の第三者に対抗できない。
取消後の第三者との優劣は，登記で決まる。
８ 解除と登記
① 解除前の第三者
登記を備えた第三者に対して，解除による物権復帰を対抗できない。
登記を備えない第三者に対抗するためには，解除権者は，物権復帰の登記を必要とする。
② 解除後の第三者
登記で決まる。
９ 時効と登記
① 時効完成前の第三者
時効取得者は，登記なくして，時効完成前に権利者となった第三者に対抗できる。
第三者の登記の有無は関係ない。
② 時効完成後の第三者
登記で決まる。
10 相続と登記
① 相続により物権を取得した者は，登記なくして，自己の相続分を第三者に対抗できる。
② 遺産分割による持分を対抗するためには，登記を必要とする。
11 無効と登記
① 「法令違反」「公序良俗違反」「錯誤」により無効の場合
はじめから物権変動は生じないから，無効の行為を通じて第三者が登記を備えても，権利
者は登記なくして，その第三者に対抗できる。
② 「虚偽表示」により無効の場合
虚偽表示の無効は，善意の第三者に対抗できない結果，第三者は，登記がなくても完全に
権利を取得する。
（この項終わり）__
